
* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 5年度 管理事業評価調書（ 5年度対象）
事業コード 4675 事業名 建築総務事業

政策名 建築行政の適切な執行と円滑な運営 施策名 建築行政の適切な執行と円滑な運営

事業目的 建築行政の適切な執行と円滑な運営

所属名
建築局公共建築部住宅計画課
建築局公共建築部公共建築課

評価責任者 住宅計画課長　山下　賢一、公共建築課長　菅沼　満

作成責任者 石田　貴範、八木　雄一朗 ダイヤルイン 052-954-6991

根拠法令
・計画等

第3次あいち地震対策アクションプラン

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

5年度（当初） 4年度（当初） 4年度 3年度
61.0人 ( 0人) 62.0人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 4.0人 ( 0人) 4.0人 ( 0人) 4.0人
正規職員（うち地方機関分) 64.0人 ( 0人) 61.0人 ( 0人)

( 0人) 4.0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 617,950 千円 607,389 千円 608,340

従事
人員

千円 616,470 千円

事業費(b) 739,821 千円 509,016 千円 122,651 千円 478,379 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

計(a)+(b)+(c) 1,357,771 千円 1,116,405 千円 730,991 千円 1,094,849 千円

千円 1,089,527 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

建築行政の適切な執行と円滑な運営を行う。
1　県有施設非構造部材等耐震対策事業費：705，039千円
2　地方関係団体職員共済組合負担金，　　：  33，424千円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 1,247,701 千円 1,011,759 千円 730,730

収入のうち、受益者負担額
109,981 千円 104,593 千円 0

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
県有施設の非構造部材（特
定天井）の耐震改修実施施
設数

最終目標 －

4年度 －

5年度 2施設 2施設 （見込）

4年度 1施設 1施設 （実績）

4
最終目標

79円 （実績）

3
最終目標

5年度 （見込）

2
県民当たりのコスト
（PL経常費用/本県人口）

最終目標 －
5年度 － － （見込）

4年度 （実績）

4年度 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

4年度の県民当たりのコストは、3年度と比べ増減はなかった。

5年度 （見込）

課題
県有施設非構造部材等耐震対策事業の工事発注にあたり、労務費単価の上昇や資材価格の高騰といった
要因により、目標達成に影響を与えることが懸念される。

今後の
方向性

コスト縮減や事業内容の精査など、引き続き、予算の効果的・効率的な執行に努める。

（実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

Ｂ：目標達成
◎主要な指標：1（理由：管理事業全体の達成度を評価するのに最も適した指標のため。）
・管理事業全体としては、目標が達成された。
・県有施設非構造部材の耐震改修実施施設数については、予定どおり工事が実施され、目標を達成した。

5
最終目標

5年度 （見込）

4年度



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 5年度 管理事業評価調書（5年度対象）
事業コード 4680 事業名 建築指導事業

政策名 建築行政の適正な執行と円滑な運営 施策名 建築物等の安全の確保と推進

事業目的 建築基準法等関係法令の適正な執行と実効性を確保し、建築物の安全性と良好な市街地の形成を図る

所属名 建築局建築指導課
評価責任者 建築指導課長　加藤　智信
作成責任者 吉田　圭汰 ダイヤルイン 052-954-6585

根拠法令
・計画等

建築基準法、建築士法、長期優良住宅の普及の促進に関する法律、都市の低炭素化の促進に関する法律、
宅地造成等規制法、都市計画法等

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

5年度（当初） 4年度（当初） 4年度 3年度
85.20人 ( 43人) 85.20人 ( 43人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 15人 ( 8人) 15人 ( 8人) 15人
正規職員（うち地方機関分) 85.20人 ( 43人) 85.20人 ( 43人)

( 8人) 15人 ( 8人)

経費

人件費(a) 859,915 千円 884,563 千円 849,272

従事
人員

千円 836,243 千円

事業費(b) 44,324 千円 41,898 千円 35,435 千円 31,846 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

計(a)+(b)+(c) 904,239 千円 926,461 千円 884,707 千円 868,088 千円

千円 722,284 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

建築物等の安全の確保と推進のために、建築指導事業を行う。
1　建築基準指導費:39,155千円(建築指導推進費15,366千円、既存建築物の安全安心推進事業14,075千
円、建築物省エネ化推進事業費2,823千円、あいちエコ住宅ガイドライン策定事業費6,891千円)

2　長期優良住宅推進指導費:1,820千円
3　低炭素建築物推進指導費:323千円
4　宅地造成及び開発行為指導費:852千円
5　建築動態統計調査費:1,181千円
6　建設リサイクル推進費:993千円

千円 142,895 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 872,320 千円 895,465 千円 753,809

収入のうち、受益者負担額
28,178 千円 26,845 千円 127,645

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
全建築物の完了検査実施率
（完了検査件数／確認件数）

最終目標 －

4年度 90%

5年度 100% 98% （見込）

4年度 100% 97% （実績）

4
県民あたりコスト
（PL経常費用／本県人口）

最終目標 －

81% （実績）

3
宅地造成・開発許可の完了
検査率（完了検査件数／許
可件数）

最終目標 －
5年度 85% 85% （見込）

2
特定建築物の定期報告率
（報告件数／対象件数）
※報告は3年1度

最終目標 －
5年度 90% 90% （見込）

4年度 － 114円 （実績）

4年度 85% 93% （実績）

コスト
指標の
増減
分析

4年度の県民当たりコストは、退職手当引当金繰入額が増加したこと等により、3年度110円に比べ4円増加し
た。

5年度 － － （見込）

課題

・建築物の完了検査実施率は、未受険の建築物の要因を調査し、対象物件を絞って啓発活動を行うなど改善
が必要である。
・特定建築物の定期報告率は、建築基準法の改正により対象建築物が拡大したことから、新たな対象建築物
の所有者等への周知を適切に行っていく必要がある。

今後の
方向性

目標の達成に向けて、普及啓発等（パトロール、所有者・関係団体・資格者への周知）を継続的に行っていく。

（実績）

外部要
因等

なし

目的の
達成に

関する評
価

Ｃ：相当程度進展あり
（判断の理由）
◎主要な指標：1（理由：事業目的の達成のために最も重要であるため）
・管理事業全体としては、相当程度事業目的を達成できたと評価する。
・建築基準指導費について、完了検査実施率については、建築確認検査の実効性の確保、建築施行時にお
ける適法性の確保として完了検査の徹底のため、建築開発等指導員との合同パトロールや相談窓口での普
及啓発を実施したことでおおよそ目標を達成することができた。また、特定建築物の定期報告については、
ホームページの整備、作成した定期報告の案内パンフレット等を活用して関係団体、所有者等への普及啓発
等の指導を行ったが、目標を達成することはできなかった。
・宅地造成・開発許可事業については、計画的なパトロール等を行ったことによって、目標を上回り完了検査
率93％を達成することができた。

5
最終目標

5年度 （見込）

4年度



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 5年度 管理事業評価調書（ 5年度対象）
事業コード 4690 事業名 住宅対策事業

政策名 良好な住宅や安全な建築物の確保 施策名
公的賃貸住宅等の供給促進や建築物の防
災対策の推進

事業目的 「愛知県住生活基本計画2030」に基づき、住まい・まちづくり施策を総合的・計画的に推進する。

所属名 建築局公共建築部住宅計画課
評価責任者 住宅計画課長　山下　賢一

作成責任者 石田　貴範 ダイヤルイン 052-954-6991

根拠法令
・計画等

住生活基本法、建築物の耐震改修の促進に関する法律、愛知県住生活基本計画2030　等

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

5年度（当初） 4年度（当初） 4年度 3年度
30.20人 ( 0人) 30.10人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 2人 ( 0人) 2人 ( 0人) 2人
正規職員（うち地方機関分) 28.10人 ( 0人) 30.20人 ( 0人)

( 0人) 2人 ( 0人)

経費

人件費(a) 272,882 千円 300,429 千円 284,512

従事
人員

千円 278,938 千円

事業費(b) 1,305,627 千円 989,471 千円 740,749 千円 1,240,708 千円

公債費(c) 755,785 千円 732,119 千円 758,249 千円 912,734 千円

計(a)+(b)+(c) 2,334,294 千円 2,022,019 千円 1,783,510 千円 2,432,380 千円

千円 1,688,259 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

高齢者の居住の安定確保、民間住宅・建築物の地震対策、良好な市街地の整備に関する事業等を行ってい
る。
1　高齢者等居住安定推進事業費：4,771千円
　　（サービス付高齢者向け住宅登録戸数等：700戸/年）
2　民間住宅・建築物耐震診断費補助金：90,888千円

　　（民間住宅および建築物の耐震診断補助対象戸数：　7,524戸・棟）
3　民間住宅耐震改修費補助金：213,015千円
　　（民間住宅の耐震改修補助対象戸数：646戸）
4　市街地再開発事業費補助金：754,700千円
　　（市街地再開発事業等対象区域：53,913㎡）

千円 3,345 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 2,322,192 千円 1,994,162 千円 1,583,714

収入のうち、受益者負担額
3,370 千円 4,085 千円 4,163

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
サービス付き高齢者向け住
宅登録戸数等
※前年度実績＋700戸

最終目標 12年度：7，000戸

4年度 95%

5年度 1，791戸 1，791戸 （見込）

4年度 1，351戸 1，091戸 （実績）

4
事業対象戸・棟当たりコスト
(対象事業費補助金/事業対
象戸・棟数)

最終目標 －

92% （実績）

3
事業対象面積あたりコスト
(対象事業費補助金/事業対
象面積)

最終目標 －
5年度 － － （見込）

2
耐震化された住宅の戸数の
割合

最終目標 7年度：95％
5年度 95% 93% （見込）

4年度 － 231千円/戸・棟 （実績）

4年度 － 13千円/㎡ （実績）

コスト
指標の
増減
分析

4年度の事業対象面積当たりコストは、市街地再開発事業費の減により、3年度の24千円/㎡と比べ11千円/㎡
減少した。
4年度の事業対象戸・棟当たりコストは、事業対象戸・棟数の増により、3年度の273千円/戸・棟と比べ42千円/
戸・棟減少した。

5年度 － － （見込）

課題
民間住宅・建築物耐震診断費補助金や民間住宅耐震改修費補助金は、市町村と協調する補助制度であるた
め、市町村と連携して着実に取り組む必要がある。

今後の
方向性

市町村との連携により、住宅の耐震化を促進し、安全・安心な住まいまちづくりに取り組むとともに、引き続き良
好な居住環境の形成にも努めていく。

（実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

Ｃ：相当程度進展あり
（判断の理由）
◎主要な指標：2（理由：住宅の耐震化は、住宅対策事業中、特に県民の生命に直結するものであるため。）
・主要な指標及びその他指標ともに目標に近い実績であったため、相当程度進展ありと評価した。

5
最終目標

5年度 （見込）

4年度



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 5年度 管理事業評価調書（ 5年度対象）
事業コード 4700 事業名 公共住宅事業

政策名 良好な賃貸住宅の確保 施策名 公共住宅の供給促進

事業目的 公共住宅の供給を促進することにより、県民の住生活の安定向上を図る。

所属名
建築局公共建築部
公営住宅課県営住宅管理室

評価責任者 県営住宅管理室長　松本　光功

作成責任者 岩槻　壮哉 ダイヤルイン 052-954-6579

根拠法令
・計画等

地方住宅供給公社法
県営住宅管理事業特別会計条例　等

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

5年度（当初） 4年度（当初） 4年度 3年度
7.30人 ( 0人) 8.40人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 8.40人 ( 0人) 7.30人 ( 0人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 79,337 千円 71,450 千円 78,293

従事
人員

千円 87,422 千円

事業費(b) 1,130,969 千円 1,203,102 千円 1,195,156 千円 1,429,666 千円

公債費(c) 209,489 千円 213,631 千円 213,632 千円 217,383 千円

計(a)+(b)+(c) 1,419,795 千円 1,488,183 千円 1,487,080 千円 1,734,471 千円

千円 1,163,925 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

公共住宅の供給を促進することにより、県民の住生活の安定向上を図る。
1　愛知県住宅供給公社賃貸住宅建設資金利子補給補助金：55,111千円（全額補助金）
2　被災者用賃貸住宅借上事業費：951千円（家賃等使用料900千円）
3　県営住宅管理事業特別会計繰出金：1,074,907千円（全額繰出金）

千円 942 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 1,418,844 千円 1,487,232 千円 △8,702

収入のうち、受益者負担額
951 千円 951 千円 942

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
賃貸住宅事業の事業利益率
（％）

最終目標 10年度　毎年度黒字化、事業利益率8％

4年度 5人

5年度 2.00% 2.00% （見込）

4年度 1.00% 2.00% （実績）

4
公社賃貸住宅の家賃徴収率
（％）

最終目標 10年度　家賃徴収率98.5％の維持

8人 （実績）

3
各年度末の借入金残高
（億円）

最終目標 10年度　借入金残高267億円
5年度 282億円 282億円 （見込）

2 技術資格者数（人）
最終目標 10年度　認定支援機関として5人在籍

5年度 5人 5人 （見込）

4年度 98.50% 98.70% （実績）

4年度 286億円 282億円 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

4年度の公社が管理する住宅の管理戸数当たりコストは、県営住宅管理事業特別会計繰出金の決算額の変
動等に伴い、PL経常費用が減少したことにより、3年度実績値24,615円に比べ3,862円減少した。

5年度 98.50% 98.50% （見込）

課題 依然として借入金残高が多いことから、経営の安定化のために削減を図る必要がある。

今後の
方向性

公社賃貸住宅事業の事業利益率を維持するとともに、公社の借入金残高の削減を進め、公社の経営安定化
を図る。

20,753円 （実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

B：目標達成
（判断の理由）
◎主要な指標：3（理由：公社全体の改善を示す指標のため。）
・公社の年度末借入金残高は目標をやや上回り、着実に削減が進んでいる。
・公社賃貸住宅事業の事業利益率は目標を上回り、成果をあげている。

5
公社が管理する住宅の管理
戸数当たりコスト（円）
（PL経常費用／管理戸数）

最終目標 －
5年度 － － （見込）

4年度 －



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 5年度 管理事業評価調書（ 5年度対象）
事業コード 4710 事業名 公営住宅事業

政策名 良好な賃貸住宅の確保 施策名 公営住宅の整備

事業目的
住宅に困窮する低所得者層や高齢者等に対して、健康で文化的な生活を営むに足りる普通県営住宅を低
廉な家賃で供給する。

所属名 建築局公共建築部公営住宅課
評価責任者 公営住宅課長　山崎　宏

作成責任者 平江　柚衣 ダイヤルイン 052-954-6571

根拠法令・
計画等

公営住宅法

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

5年度（当初） 4年度（当初） 4年度 3年度
24.30人 ( 0人) 24.30人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 1人 ( 0人) 1人 ( 0人) 1人
正規職員（うち地方機関分) 23.30人 ( 0人) 24.30人 ( 0人)

( 0人) 1人 ( 0人)

経費

人件費(a) 225,688 千円 242,235 千円 237,867

従事
人員

千円 236,733 千円

事業費(b) 6,824,060 千円 7,051,694 千円 7,903,110 千円 6,463,101 千円

公債費(c) 54,074 千円 54,532 千円 54,537 千円 82,170 千円

計(a)+(b)+(c) 7,103,822 千円 7,348,461 千円 8,195,514 千円 6,782,004 千円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 3,890,027 千円 4,134,666 千円 264,158

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

千円 287,710 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

公営住宅法に基づく普通県営住宅の建設・改善を行う。

1　公営住宅建設費
(1)公共事業（普通県営住宅建設費：5,198,023千円、既設県営住宅改善事業費：1,238,270千円）
(2)単独事業（普通県営住宅建設費：　345,328千円、既設県営住宅改善事業費：　　34,346千円）
(3)住宅建設事業指導監督費：8,093千円

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 県営住宅建替戸数
最終目標 350戸／年

5年度 350戸／年 277戸／年 （見込）

4年度

3
資産当たりコスト
（経常費用／事業用資産・イ
ンフラ資産）

最終目標 ―

5年度

350戸／年 383戸／年 （実績）

2 県営住宅のバリアフリー化率
最終目標 61.30%

5年度 60.20% 59.90%

― ― （見込）

4年度 ― 24.60% （実績）

（見込）

4年度 59.30% 58.80% （実績）

（実績）

5
最終目標

5年度 （見込）

4
最終目標

5年度 （見込）

4年度

今後の
方向性

主要な指標は概ね目標に近い実績となったため、原則現状どおり事業を実施していく。ただし、物価の上昇
を考慮し、コスト縮減に努め、事業実施に支障をきたさないように配慮する。

目的の
達成に
関する
評価

Ｃ：相当程度進展あり
（判断の理由）
◎主な指標：2（理由：管理事業を構成する主要な2事業双方に関連する指標のため。）
・バリアフリー化率については概ね目標に近い実績であったこと、普通県営住宅建設戸数については目標を
  上回ったことから、管理事業として相当程度進展があった。
・他に既設県営住宅改善事業費において、長寿命化改善工事を実施した。

コスト
指標の
増減
分析

4年度の資産当たりコストは、4年度着手住宅に要した事業費等が前年度より増加したことにより、3年度の
14.1％に比べ10.5％増加した。

課題 物価の動向が不明であるため、事業実施への影響が懸念される。

4年度 （実績）

外部
要因
等

なし



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 5年度 管理事業評価調書（ 5年度対象）
事業コード 9240 事業名 県営住宅管理運営事業

政策名 良好な賃貸住宅の確保 施策名 公営住宅等の適正かつ合理的な管理運営

事業目的 既存の県営住宅の適正かつ合理的な管理運営により、県営住宅入居者の住生活の安定向上を図る。

所属名
建築局公共建築部
公営住宅課県営住宅管理室

評価責任者 県営住宅管理室長　松本　光功

作成責任者 岩槻　壮哉 ダイヤルイン 052-954-6579

根拠法令
・計画等

公営住宅法、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律等

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

5年度（当初） 4年度（当初） 4年度 3年度
13.0人 ( 0人) 13.0人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 2.0人 ( 0人) 2.0人 ( 0人) 2.0人
正規職員（うち地方機関分) 13.0人 ( 0人) 13.0人 ( 0人)

( 0人) 2.0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 102,468 千円 98,755 千円 98,519

従事
人員

千円 96,258 千円

事業費(b) 10,349,494 千円 9,824,027 千円 9,732,259 千円 9,513,490 千円

公債費(c) 5,691,525 千円 6,389,925 千円 6,347,782 千円 6,482,513 千円

計(a)+(b)+(c) 16,143,487 千円 16,312,707 千円 16,178,560 千円 16,092,261 千円

千円 1,389,467 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

既存の県営住宅の適正かつ合理的な管理運営により、県営住宅入居者の住生活の安定向上を図る。
1　県営住宅管理委託費：7,755,749千円（県営住宅管理委託費7,755,749千円）
2　県営住宅の所在する43市町村に対する交付金：2,080,963千円
　　（県営住宅所在市町村交付金2,080,963千円）
3　その他事業費：615,250千円（運営費391,037千円）

千円 14,348,730 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 1,074,907 千円 1,149,278 千円 1,149,278

収入のうち、受益者負担額
14,026,402 千円 14,235,325 千円 13,947,701

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 県営住宅の空家率（％）
最終目標 直近4年間（前年を除く）で最小割合

4年度 97.92%

5年度 19.50% 19.50% （見込）

4年度 18.10% 22.60% （実績）

4
駐車場使用料の徴収率（％）
（※過年度分を除く）

最終目標 直近4年間（前年を除く）で最大割合

98.24% （実績）

3
特別県営住宅使用料の
徴収率（％）
（※過年度分を除く）

最終目標 直近4年間（前年を除く）で最大割合
5年度 98.65% 98.65% （見込）

2
普通県営住宅使用料の
徴収率（％）
（※過年度分を除く）

最終目標 直近4年間（前年を除く）で最大割合
5年度 98.20% 98.20% （見込）

4年度 98.25% 98.39% （実績）

4年度 98.29% 98.75% （実績）

5年度 98.48% 98.48% （見込）

コスト
指標の
増減
分析

4年度の県営住宅の管理戸数当たりコストは、県営住宅の用途廃止による減価償却費の減等に伴い、3年度
実績値378,548円に比べて1,744円減少した。

課題
建物の老朽化が進行する中で適切な維持管理を実施するとともに、既存ストックの有効活用を図って行くこと
が課題である。また、住宅使用料及び駐車場使用料に係る未収金の回収を進めていくことも必要である。

今後の
方向性

使用料の徴収率向上に努めていく。

376,804円 （実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

C:相当程度進展あり
（判断の理由）
◎主要な指標：2（理由：特別会計の財源に係る指標であるため。）
・普通県営住宅使用料、特別県営住宅使用料及び駐車場使用料については、目標をやや上回る徴収率とな
り、  管理事業全体として相当程度進展した。

5
県営住宅の管理戸数当
たりコスト（円）
（PL経常費用／管理戸数）

最終目標 －
5年度 － － （見込）

4年度 －


